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経済政策の目的（3・完）
小原久治
(2）経済政策の「目的のピラミッれによる目的体系
経済政策の目的体系における政策目的に階序をつける必要がある。そのため
には，政策上何が望ましいのか，系統法ないし分類法に関する考え方は変わり
やすいので，政策目的を一つに確定することはできない。それは常に時間と空
間に結びついているその時々の経済政策の担い手あるいは経済政策決定者の価
値体系に依存する。国民経済の経済のいわゆる「実質的合法性」と同様に，経
済政策のその時々の目的体系の相互構成に影響を与える。民主国家における多
元的な意思形成の際には，経済政策のその時々の目的体系は政策的な意思形成
過程に関与するあらゆる政党や組織集団ないし結合の妥協の産物である。
トゥーブトフェルトは現代の経済政策の目的体系の概念図をいわゆる経済政
策の「目的ピラミッド」（Zielpyramide）加）で表わしているo経済政策の目的体
系内の究極目的の階序を明瞭にするために，「目的のピラミッドJは何よりもま
ず教訓的な価値を持たせて作用するものであるとトゥーブトフェルトは考える。
見方によっては，この階序も経済政策の決定あるいはその決定過程（この詳論
は第3章参照）を表わしている。究極目的はその政策「目的のピラミッド」に
含まれているo そのため，経済政策の上位に階序した社会政策の仮定（この種
の新しい目的，すなわち，「社会的安全」と「社会的満足J）を含めている。も
ちろん政策「目的のピラミッド」の頂点、には r国民福祉の促進J も記入されて
いる。社会政策は経済政策の実行可能な行動領域を限定するという重要な実情
を見失っている。例えば，経済自生主義の時代では，個人の自生も唯一の社会
政策の目的として表わし，国民福祉の促進を実現すべきである。
他方では，政策目的と政策手段の限界線の問題点は多少とも明白になってい
「各政策目的には常により上位に階序した目的のための政策手段ともなるる。
性格があるので，経済政策は社会政策の手段であるとも言える。」 2必）何よりも
まず公正，安全及び満足の三つの目的の場合には，政策手段を自由に処置させ
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資料： Tuchtfeldt,E., ,,Die Entwicklung des wirtschaftspolitischen Zielsystems“， 
WirtschaftゅolitischeChronik, Heft 3, 1972, SS. 25-47, insd. S. 45 （トゥーフトフ
ェルト、 E.「経済政策の目的体系の発展」、『ヴィルトシャフツポリテイツシェ・ク
ロニー ク』誌、第3号、 1971年、 25-47頁、特に45頁）。この論文の45頁のピラミ
ッドの図は、 Tuchtfeldt,E., Bausteine, a. a. 0., S. 189，のピラミッドの図に書
き換えられている。
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ているだけでなく，その他の点で個人の権利と社会的権利の目的競合の源があ
るからである。
純粋の政策目的の性格は再び一段と上位に階序した目的の手段的価値を持た
ない目的を提示する点に表わされているだけである。そのような究極目的は
「中間目的の束」を持つので，政策「目的のピラミッドJ の頂点には「公共の
福祉」（Gemeinwohl)が位置し，それに対応してあらゆる政策が究極的には「
公共の福祉」に役立つことになる。この見解をトゥーフトフェルトは明示して
いる。政策目的はすべてあらゆる政策分野で実現しようとしているものである
が，政策目的はすべて「公共の福祉」を多数の政策目的の頂点、として理論的に
分類されている。そのため，どこの国でも憲法や諸法律で「公共の福祉」（類
似の概念は公益，総体的利益である。）を規定し，明確に規定しているo公共の
福祉が操作不可能であるとしても，それはトゥーフトフェルトの考えでは政策
「目的のピラミッド」の頂点に位置する。
この政策「目的のピラミッド」の構成は多数の政策目的の形成や分類，広範
な政策「目的の束」や政策「目的の複合」にも役立ち，経済政策の目的体系の
一つの樹立に寄与する試みそのものである。この点にトゥーフトフェルトの考
え方の独創性と存在意義がある。このことを強調する必要がある。実際にはそ
のような政策「目的のピラミッド」はあらゆる個々の政策目的が不変性と変移
性の基準を満たす場合に限り成り立つものである。しかし，実際には経済政策
の担い手や経済政策決定者はどの政策目的がどのような階序で政策的にみて重
要な目的となるべきであるかを確定する必要がある。
3 経済政策の目的の種類
経済政策の諸目的の概念に基づいて政策目的の分類を試みる。この分類の仕
方は経済政策の目的問の諸関係や目的競合の解明，ひいては目的体系の樹立に
役立つことである。
経済政策の目的の種類とは，経済目的を設定する場合の諸事情によって多数
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の政策目的が様々な形で決められるということである。
多数の政策目的の設定と実現のためには，多数の政策目的を総括し，包括し
てまとめた政策「目的の束」や政策「目的の包み」の形成，政策「目的の組合
せ」の形成，政策「目的の体系」の樹立が常に肝要である。ここで、は，多数の
すべての政策目的ではなくて，いくつかの政策目的の種類について説明する。
ある特定の政策目的は，形式的視点からみれば，ある特定の政策目的は経済
的あるいは経済的に重要な諸事情の変化とその持続において常に具体化される
性格のものである。この性格が政策目的の種類を生み出す根本要因になってい
ると考える。その諸事情の変化と持続を追求する事情をオーム（H.Ohm）は「目
的の事情」（Zielsachverhalt），あるいは「目的の対象」（Zielobjekt）と名づ
け，いかなる「目的の事情」も表わせない諸事情を「与件」（Daten）と名づ
け，この与件を「可変的与件」（時間的変化を示す与件）と「可変的与件」（時
間の経過につれて変化しない与件）に区別している242）。
多数の政策「目的の事情」は政策目的のあらゆる設定領域に含まれるから，
「目的の事情」は極めて多数であり，しかも異なっている。この「目的の事情」
としては，政策目的の対象，物的変化及び時間的変化のほかに，国内外の政治
経済・社会情勢などを挙げることができる。このような「目的の事d｜育」の多種
多様性と相違を明らかにするためには，経済構造，経済秩序，経済経過のほか，
経済主体の行動，その他の事情に該当する「目的の事情」を選ぶ、ことが多い。
その際，その時々の経済政策の担い手や経済政策決定者がその時々の「目的の
事’情」の意図した影響の範囲と方向と性格を計画的に確定することが重要であ
る 243)
ロ
その「目的の事’情」は政策目的の設定にも含まれるから，様々な政策目的の
設定形態について区別する必要がある。様々な政策目的は漠然としたあいまい
な概念であることが多く，実践的な政策目的についてまだ未解決の論争ゃいわ
ば目的ヴェール観があるからである。
ここでは，まず最初に，具体的に求めた経済諸量を意味する諸「目的」と影
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響を受けるべき経済諸量を分類する様々な「目的変数」を区別する必要がある。
次に，様々な政策目的の内容を概念上区分することができる。ここでは， 14
の区分を取り上げて，区分の根拠，基準ないし尺度，特徴を示し，いくつかの
区分には例を挙げてわかりやすくなるように努めた。
① 固定的目的と不変的目的
この区分は，例えば，シャツハトシャーベル（H.G. Schachtschabel）が取
り上げている。例。物価安定が政策目的として提示された場合，「できるだけ一
定」と書き換えられる一つの目的方向だけが指示されるので，一つの可変的目
的（variableZiele）が必要である。これに対して，一定ということは一つの目
的方向だけを示さないので，「物価水準の一定Jが示されるのは一つの固定的目
的（fivierteZiele）を表わしている。 244)
② 有限目的と無限目的
シアツハトシャーベルは政策目的を有限に捉えるか，無限に捉えるかによっ
て区分している。「国民所得は3%だけ増加させるべきであるJということは一
つの有限目的（begrenzteZiele）である。「国民所得は増加させるべきである」
という指示は無限目的（unbegrenzteZiele）の設定を表わしている。 245)
③ 単純目的と複合目的
この区分は，オーム（H.Ohm），ゲフゲン（G.Gafgen），シャツハトシャー
ベルが提示しているものである。
単純目的（einfacheZiele）は社会的規範や唯一の尺度ないし基準で示すこと
ができる目的である。例。租税負担率の確定，雇用率の上昇など。
これに対して，複合目的（】rnmplexeZiele）は社会的規範や唯一の尺度で示
すことができない目的である。制例。公正な所得分配の実現，地域経済の構
:lac 
④ 量的目的と質的目的
量的目的（quantitativeobject）と質的目的（qualitativeobject）はティン
ベルへン (J.Tinbergen）が提示し，区分した目的である 0 247) 
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量的目的は，定量化が可能な事情，すなわち，その時々に追求した事情が影
響を与える範囲の事情が根本的に量的に確定され，しかも絶対量でも相対量で
も確定される目的であるo この量的目的は政策目的の変数が経済諸量聞の関係
やその変化などの数値を定量化できる場合に存在する。制）この定量化には次の
少なくとも五つの方法が必要である。
(i) 経済諸量の予想、絶対量や予想、水準を定量化すべきである。例。来年度の
経済成長率を 3%にする。
(i）経済諸量の変化率の予想。
(i-0 特定の経済諸量の限界極大化（例。賃金の上昇を－3%以下に抑えること）
あるいは限界極小化（例。完全失業中）。
制経済諸量の範囲。例。雇用量増加の範囲を 2～・・3%とする。
(v) 経済諸量の特定の数値が時間の経過において実現しないと予想される場
合には，それに代わる政策目的の数値の絶対量あるいは変化率を決めるo
例。雇用水準の定量化。これができない場合，代替案として予想失業率，
失業者数，有効求人倍率などを定量化する。
量的目的の確定値が決まれば，この値の変動範囲が決められる。このように
定量化できる諸政策目的はその実現の程度に関連して階序がつけられるし，一
次元のあるいは多次元の目的量として定義されている。
量的目的は民間企業の活動に何らかの刺激を与えて，国民経済（マクロ経済）
を望ましい方向に，しかも一定の方向に導くための誘導的性格を持たせた目的
である。例。利子率，補助金，公共支出，税率，為替レート，社会保障費など
の変更。この例をみても，量的目的は民間企業に直接指令ないし命令を下して
個別経済計画を実践させるための目的ではない。
これに対して，質的目的はある政策を追求する状況変化の範囲が最適に確定
される目的であるが，目的観の価値評価が含まれている目的である。例。国家
が競合，独占，寡占に関する諸制度を部分的に規制したり，促進すること。土
地改革。独占の形成。最適な租税制度の構築。公正な所得分配。
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また，質的目的は民間企業の固有化などの制度的改革によって資本主義経済
の最も基本的なものを維持しようとする目的である。この点が量的目的が異な
ることである。
量的目的も質的目的も確定した形態を追求できる諸条件がある場合に存在し
ている。この際，二つの目的の実現過程は時間的に延長したり，時間どおりに
遂行されている。
どちらの目的にしても，「政策目的はある特定の充足度で実現されるべきであ
るから，政策目的の量的定式化の場合には，経済政策の担い手が追求すべき政
策目的の予想、量や予想した質の決定要因として役立つ（政策目的に階序をつけ
る）判断の尺度をいかにして決定するかが問題となる。この場合，序数的ある
いは基数的な選好順位が存在するであろうし，その変化の方向と範囲ないしは
性格を計画的に確定することが重要である。J 249) 
⑤形式的目的と実質的目的
形式的目的（formaleZiele）と実質的目的（materialeZiele）の区分は，ゲ
フゲン，オーム，メーラァ（F.Mehler）が提示したものである。
ゲフゲンは形式的目的を経済政策の様々な施策の実現に関連する目的である
と定義し（例。民主政治，合理性，完全性など），実質的目的を経済政策の様々
な施策（政策手段投入）の成果を判断するための尺度を表わす目的であると定
義する。 250)
オームは形式的目的を実質的な政策目的が実現する場合の目的であると定義
している。 2日｝実質的目的の定義はゲフゲンの定義と同じである。
メーラァの場合は本節，（2）で詳説する。
⑥ 近接目的と遠隔目的
この区分は，イエール（W.A. Johr），ジンガァ（H.W. Singer），オー ム，
トゥーフトフェルト（E.Tuchtfeldt）が提示したものである。
近接目的（Nahziele）は，オームによれば，ある政策目的の実現を図る「接
近過程のある段階における政策目的の実現度が時間的に早目に現われる目的で
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ある。J 252) 
遠隔目的（Fernziele）はその接近過程の特定の段階におけるある政策目的の
実現度が時間的に長くかかつて現われる目的である。
⑦ 短期目的，中期目的，長期目的
これらの区分は，例えば，オーム，メーラァが提示しているo これらの区分
は，オームによれば，通常もっぱら政策「目的実現のための時期の必要（Zeit-
bedarf fi.ir die Zielrealisierung）に基づくものであ、る。それに対応して短期目
的は短期的に実現可能な目的であり，実現に必要な時間は長期の場合よりもか
なり短い。」2問中期目的，長期目的はそれぞれ政策目的が中期的に，長期的に実
現可能な目的である。
③大局目的と部分目的
この区分は，シャツハトシャーベル，メーラァ，ケルナァ（H.Kδmer）が提
示したものである。
大局目的（globaleZiele）ないし全体目的（gesamtwirtschaftliche Ziele) 
は政策「目的の束」や政策「目的の複合」や政策「目的の組合せ」のような政
策目的全体を表わす目的であり，経済全体ないし国民経済の目的を表わす目的
であるo
部分目的（partielleZieleないし teilwirtschaftlicheZiele）は大局目的の中
の一部の目的であり，国民経済の一部の部門や領域の目的である。 254)
⑨ 基本目的（あるいは究極目的，最上位目的），中間目的，優位目的
これらの区分は大低の論者が提示している。オームは，政策目的の「実現の
ための政策目的聞の作用，他方では政策目的の諸事情」 2回』こ基づいて，基本目
的（Fundamentalzieleあるいは Basisziele），中間目的（Zwischenziele），優
位目的（Vorzieleあるいは Hauptziele）に区分している。基本目的は経済政
策の究極目的あるいは最上位の目的に該当する。中間目的は優位目的の下位に
階序できる目的である。優位目的は基本目的と中間目的の聞に階序できる目的
である。
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この区分に関連したものとしてケルナァ，メーラァ，ピユツツ，デルゲの区
分がある。
ケルナァ（H.Korner）は，本節， 1'(1）で説明したように，本源的目的
(Primarziele），副次目的（Sekundarziele），中間目的（Zwischenziele）に区
分し、この区分の相違点を例を挙げて説明している。
メーラァは主要目的（Hauptziele），優侯目的（Vorziele），副次目的（Neben-
ziele）に区分している。本節， 3'(2）参照。
デ、ルゲ、（F.W. Dorge）は主要目的，部分目的，中間目的に区分している。出）
私見の区分は，最上位の目的，優位目的，中間目的，下位目的である。
⑩ 伸縮的目的と非伸縮的目的（あるいは硬直的目的）
この区分はオームが提示したものである。オームは，ティンベルへンの量的
目的と質的目的の区分を解釈してその区分を示している。「政策目的の定量化が
ある特定の数値から生じるものではなく，数値の間や極大値や極小値などから
生じるものである限り，伸縮的目的（flexibleZiele）は量的目的の性格を持ち
得るものである0J 257）また，伸縮的目的は可変的目的に相応する。
これに対して，非伸縮的目的（inflexibleZiele）は量的目的の性格を持ち得
ないものであり，固定的目的に相応するものである。
⑪ 主要目的と特殊目的
この区分をする基準ないし尺度，概念，特徴については，前節で説明してい
るので，参照されたい。
⑫ 主要目的と優位目的
この区分を提示したのはピュッツである。本節， 3' (2）を参照されたい。
⑬ マクロ目的，メゾ目的， ミクロ目的
マクロ目的，メゾ目的，ミクロ目的の区分を提示したのはピュッツである。
これらの目的については本節， 3' (2）を参照されたい。
⑬ 経済的目的と経済外的目的
経済的目的（okonomischeZiele）経済外的目的（auBerokomomischeZiele) 
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の区分はぜラフィーム，オーム，シャツハトシャーベル，メーラァが提示した
区分である。この区分については，メーラァの区別で説明できる。経済外的目
的は文化政策や人道主義政策などの目的である。本節， 3' (2）参照。
「現実に科学的経済政策がその区別において経済外的目的設定をすべきか否
かについては論争中である。」 258)
(4) 主な文献における経済政策の目的の慣例的分類
代表的な論者の見解に基づいて政策目的の設定の仕方，換言すれば，政策目
的の設定の仕方を吟味する必要がある。政策目的の種類ないし分類を問題視す
るのは，経済政策の担い手や経済政策決定者が経済政策決定過程においてしば
しば同時に政策目的を政策「目的の競合J に苦慮しながら設定せざるを得ない
からである。この設定の際に，政策目的の種類ないし分類の吟味・検討が肝要
になるわけである。
ここでは， 15論者の主な文献を取り上げ，提示された政策目的の13の慣用的
分類を要約して，骨子それ自体を説明する。
① プレッシャーニ・テュッローニの分類
プレッシャーニ・テュッローニ（C.Bresciani-Turroni）は経済的目的（経済
的繁栄），社会的目的（社会的均衝）とともに，政治的目的（例。自国の安全）
を政策目的に入れている。捌
② ハインリッヒの分類
ハインリッヒ（W.Heinrich）は，「経済政策の課題は経済を改良することで
ある。すなわち，その豊かな効果，従って国家の勢力及び国家に所属する国民
の福祉を増大させることである260）」と述べて，ピュッツ，クリューガァ，ゼラ
フィームなどと同様に，国民福祉の増大を経済政策の本質目的とみなしている。
また，農業政策や交通政策などに関わる特殊目的を列挙している261)。
③ イエールの分類
イエールは政策目的を次の様々な目的において上位に階序づけた目的，すな
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わち，（i）生産物の減少量とその場所に関する目的，（i）生産物の生産のときに選
択する生産方法の決定に関する目的に区分している。加）
(i）の目的群については，その目的は福祉の向上，公正な分配，個人の物的・
文化的生存の維持，生活の変化に対する安全などの「部分目的」とみなされて
いる。
(i）の目的群については，その目的は自由，完全雇用，経済的安定，特定の経
済部門保持などの「部分目的」とみなされている。
④ ゼラフィームの分類
ゼラフィームは政策目的の考察をすべての文化に基づいて行っている。それ
によってゼラフィームは価値判断を肯定する。そのため，「経済」という領域で
は，純粋の経済的な判断基準以外の基準も生じる。ゼ、ラフィームは「経済」と
いうものの本質目的を「主要目的」とみなし，この主要目的と狭義の関係にあ
る「経済外的目的」（例。公正，経済的自由，経済的進歩など）に区分する0 263) 
さらに，「経済的目的」に関する政策「目的の並列」（Koordinationder Ziele) 
つまり目的群として，ゼラフィームは生存の保障，要求の階序，公正と自由，
利潤追求の影響，労働力配分原則の実施，経済構造の調和，経済過程の安定化，
生産性の向上，過剰な勢力関係の平準化とその中立化を挙げている。 264)
⑤ ヴュルグラァの分類
ヴュルグラァ（H.Wurgler）は，経済政策の最上位の目的としての自由，公
正及び福祉を挙げるが，経済政策は他の文化領域から生じないものであると考
え，特に福祉目的（Wohlstandsziele）に向けている。 265)
⑥ ピュッツの分類
ピュッツは， 1948年の著書266）では，主要目的と優位目的に区分する。主要目
的は優位目的や優位手段として下位に階序できない目的である。例えば，貨幣
価値の安定は主要目的である完全雇用に対する優位目的であり，生産性の上昇
はそのような主要目的である実質所得の増大に対する優位目的である。
同じ価値あるいは同一階序の主要目的は，（i）国民所得の増大，（i）経済経過，
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貨幣価値と雇用の安定，（i)個人，特定の組織集団ないし結合及び国家の経済的
存在の保障，刷所得分配の形成である。このような主要目的をピュッツは挙げ
ているが，「多くの主要目的があれば，それらの主要目的は同じ階序に位置する
であろう。従って，この場合は一つの最上位の目的と名づけられないであろ
3・ 267)つ。」
さらに，ピュッツは実践的経済政策の場合に設定した目的を「究極目的」と
名づけ，「間接的な優先目的」すなわち政策手段，例えば，貨幣価値の安定，国
際収支の均衡及び完全雇用になることを強調している。加）
ピュッツは， 1971年の新著では，政策目的の形態論的考察として三つの視点、
から，すなわち，（i）目的変数の集計度を基準にして，マクロ目的（Makr-
oziele），メゾ目的（Mesoziele），ミクロ目的（Mikroziele）に区分し， 2側（i）目
的変数の量的表現形式（数値，変動幅，構成比のどれで表示できるか）' (i)目的
論的上下関係から区分している。
マクロ目的は国民経済の目的であり，ミクロ目的は家計や企業の目的である。
メゾ目的は国民経済の中間領域の産業全体の目的である。メゾ目的の例を明示
したことはピュッツの類別の一つの特色である（表4-2）。
表4-2 ピュッツのマクロ目的とメゾ目的の分類
マクロ目的変数 マクロ目的 メ ゾ 目 的
所 得 分 配 所得格差の縮小 農き業と部1人衡門化当l人た当りたの国り民の所所得得のの動
きの平
国民総生産 マクロ経済成長率の引上げ エネlレギ一生産成長率の引上げ
一般物価水準 貨幣価値の安定 農産物価格の安定
居 用 水 準 完全雇用 炭鉱業における失業の削減
資料： Piltz,T., Grundlagen der theoretischen Wirtschaftsρolz万＇k,4. Aufl., Stuttgart, 1979, 
S. 87；ピュッツ、 T.著、野尻武敏、九谷怜史訳『現代経済政策論の基礎』新評論、
1983年、 121頁。
マクロ目的についてはさらに家計，企業及び外国政策を支柱とした経済循環
モデルにおいてマクロ経済諸量，潜在的マクロ目的変数，マクロ目的の関連を
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体系的に説明し，マクロ目的の位置づけと再分類を提示している（表4-3）。
目的論的上下関係の視点から，（i）本源的目的（originareZiele），派生的目的
(abgeleitete Ziele. これを優位目的 Vorzieleとみなしている。）に分けるほ
か，（i）「上位に階序した目的」（tibergeordneteZiele），「下位に階序した目的」
表 4ー 3 ピュッツのマクロ目的の位置づけと再分類
マクロ経済諸量 潜在的マクロ目的変数 マクロ目的
投 入 量 雇用水準 完全雇用
産 出 量 国民総生産 成長
所 得 所得分配，財産分配 公正な所得分配，財産分配
消 費 消費構造 最適消費構造
総供給・総需要関係 景気，物価水準 景定気変動の除去，貨幣価値の安
対外債権，対外債務 国際収支，為替相場 定国際収支の均衡，為替相場の安
資料：表4-2と同じ、 S.91；邦訳書、 121頁。
(untergeordnete Ziele）に区分している。この区分の場合，完全雇用，公正な
所得分配などの目的を優位目的とすれば，この優位目的の上位に階序できる目
的は国民福祉の増大ないし極大という最上位の目的（oberstes Ziele）あるいは
本質目的（Wesensziel)であるo 別）
また，ピュッツは政策目的の構成の視点、から，（i）水準目的（Niveau-Ziele),
均衡目的ないし安定目的（Gleichgewichts-bzw. Stabilitatsziele），構造目的
(Strukturziele）に区分し，各目的について表4-4の例を挙げている。
表4-4 ピュッツの政策目的の構成に基づく政策目的の分類
水準目的 均衡目的と安定目的 構造目的
l人当たりの実質所得の増加 国際収支の均衡 公正な所得分配及び資産分配
成 長 率 の 上 昇 景気変動の緩和 最高消費構造
フぇ去ロ,. 全 履 用 貨（貨幣幣価的値均の衡安定） 低開発地域の援助
資料：表4-2と同じ、 S.91；邦訳書、 121頁。
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ピュッツはあらゆる他の政策目的の設定，いわゆる主要目的も，政策手段と
もなる性格を証明する単一の最上位の目的を決定している。
⑦ ギールシュの分類
ギールシュ（H.Giersch）は最も重要な目的設定として自由，満足，公正，
安全及ぎ福祉を挙げている。 272)
⑧ ゲフゲンの分類
ゲフゲンは政策目的を既述の形式的目的と実質的目的に区分するが，後者に
ついては生産目的（produktionsziele），分配目的（Verteilungsziele）及び秩序
目的（Ordnungsziele）に区分するo 273）さらに，ゲフゲンは多くの下位目的ない
し下位の条件に階序できる安全目的（Sicherungsziele）に区分する。
秩序目的については，ゲフゲンはどのような生産過程や分配過程において構
成されるかという秩序（個人や組織集団ないし結合の経済行動の規範，権限，
権利，義務など）の判断のための基準ないし尺度に分けている 0 274) 
⑨ オームの分類
オームは，ある政策目的を他の目的（経済的性格を持つ目的あるいは非経済
的性格を持つ目的）を実現するための政策手段とみなすので，政策目的を極め
て単純に類別する。オームは社会的厚生の極大を基本目的（Basisziele.これを究
極目的Endzielとみなしている。）の例とするので，政策目的を優位目的（Vor-
ziele）と中間目的（Zwischenziele）に区分する。問）あるゆる目的は基本目的を
実現するための前提とみなされている。
⑩ キルシェンなどの分類
キルシェン（E.S. Kirschen）などは，経済政策は社会的基本価値の順序を追
求するものであるから，この視点から経済的な意味の中間目的が得られると考
え，経済政策的目的かつ実践指向的目的の分類を提示している。すなわち，キ
ルシェンなどは「優位にしかも短期に〔景気循環的に）実現すべき目的」（vor-
wiegend kurzfristig〔konjunkturell〕zuerreichender Ziele) と吋憂イ立にしか
も長期に〔構造的に〕実現すべき目的J ( vorwiegend langfristig ( strukturell〕
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zu erreichender Ziele）に区分する。後者はさらに（ア）「上位の方に階序できる
目的J (vorrangige Zielen）と付）「下位の方に階序できる目的」（sachrangige 
Ziele）に区分されている。 276)
これらの目的の例としてキルシェンなどが列挙した例は次の表4-5のとお
りである。
⑪ ボウルデ、イングの分類
ボウルディング（K.E. Boulding）は戦略的な政策目的として個々の経済的
進歩，経済的安定，経済的公正及び経済的自由を挙げているが，この挙げ方に
は純粋に経済的な価値観よりも多くのことが含まれている。 m
⑫ クローテン，シラァ， トゥーフトフェルトの分類
クローテン（N.Kloten），シラァ（K.Schiller), トゥーフトフェルトはそれ
ぞれ個別の著作において特殊な経済的目的に限定しており，経済的目的を一連
の「部分目的」に分けている。このような部分目的は完全雇用，貨幣価値の安
定及び国際収支の均衡のいわゆる「魔法の三角形」で表わされた政策目的であ
る0 278）さらに，経済秩序では経済成長，物価水準の安定，より高い雇用率，外
国経済の均衡が挙げられている0 279）三つの目的は二つの枠条件，すなわち，市
場経済秩序の枠組みの中で生じるものである。本来の多数の政策目的は経済成
長や経済発展を保証すべき枠条件が政策目的として設定されるものである。
⑬ メーラァの分類
メーラァは形式的視点と実質的視点に依拠しながら政策目的を次の基準によ
って分類している280）。
1）形式的視点に依拠した政策目的の分類
(i) 分類基準「物的階序J ないし「物的価値あるいは物的重要性」によれば，
主要目的ないし本源的目的と副次目的に区分できる。他方では，政策目的の等
級順位の階序における目的計画あるいは目的体系（Zielgebaude）では，メーラ
アは優位目的，下位目的，中間目的及び究極目的に区分し，中間目的は上位に
階序づけた価値から存在と階序の意義を導くものであり，他の目的を実現させ
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表4-5 キルシェンなどの政策目的の分類
政策目的 概要
主として短期的（臨機応変的）などの
1.完全雇用 景気循環により発生する失業の解消という短期目標および構
2.物価安定
3.国際収支の改善
造的ないし摩擦的失業の解消という長期目標の両者を含む。
これも，また主として短期目標である（もっとも，いくつか
の国では，対象期間の末までには，より長期的課題であると
認識しはじめてはいたが）
金および外貨準備の流出防止という短期的要請および国民総
支出中の貿易（輸出あるいは輸入）比率の構造的変更といっ
たような長期目標の両方を含む。
主として長期的（構造的）なもの
（主要なもの）
4.生産の拡大
5.生産要素の配分の
改善
6.社会的必要の充足
7.所得と富の分配の
改善
8.特定の地域および
産業の保護育成
（その他）
9.個人の消費のパタ
ーンの改善
10.供給の確保
11.人口の大きさおよ
び人口構成の改善
12.労働時間の短縮
経済成長の長期にわたる促進に関するものである。
この目標には，次のものが含まれている。
(a) 圏内競争の促進
(b）調整の促進
(c) 国内における労働の流動性の増大
(d) 圏内における資本の流動性の増大
(e) 国際分業の促進
社会的必要（collectiveneeds）は，次のように大別される。
(a）一般行政事務
(b) 国防
(c）外交
(d）教育，文化および科学
(e) 公衆衛生
所得分配の直接的変更（たとえば，課税によってもたらされ
るもの）のみならず，関接的に，たとえば，社会保障制度に
よってもたらされる変更にも関するものである。より平等に
なるか，不平等になるか，その方向のいかんにかかわらず，
意図された変更であれば，含まれる。所得についてと同様に，
富の再分配一一たとえば，相続税による一ーも含まれる。
内外の競争の脅威下にある特定の産業の保護，およびたとえ
ば国家計画などに基づき特定の産業または地域を優先的に取
り扱うことの両方を含む。
政府が個人消費のパターンについて加えようとするどんな変
更も含まれる。買いたいものを買わせないようにすること
（例，禁酒法）もあれば，買いやすくすること（例，消費者
教育）もある。
基礎物資の供給の安定に関するものである。
移民とか出生率に対する政府の介入が含まれる。
週当り労働時間の短縮および法定休日の増加の両方を含む。
資料：キルシェン著、渡部経彦監訳『現代の経済政策』上巻、東洋経済新報社、 1965年、
6-7頁。
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るための政策手段となる性格を持っていると考えている。この意味で，メーラ
アはゼラフィームやオームと同じように中間目的を「手段目的」（Mittelchara-
kter flir andere Ziele）と名づけている。 281)
(i) 「政策目的に関連した行動分野の範囲」によれば，国家の経済政策の大
局目的と部分目的に区分できる。
~ii) 「時間的秩序の範囲」によれば，近接目的（Nahziele）と遠隔目的
(Fernziele）に区分できる。この分類は，時間の範鴎でみれば，近接目的はr時
点に関連した目的」（zeitpunktbezogeneZiele），遠隔目的は「時間に関連した
目的」（zeitraumbezogeneZiele）とみなすことができる。 282)
「物的秩序と時間的秩序を結びつけた」分類基準によれば，政策目的にその
実現を図るだけの値打ちがある状態では，政策「目的の状態」（Ziellage）とし
て設定できるし，また政策目的の状態に基づいて政策目的を時間的に遠近，あ
るいはその間の経過において設定できるとメーラァは考えている。
制 「政策目的の事情が変化する作用様式ないし政策目的の事情が意図した
変化の程度」によれば，「量的に測定でき，しかも細分された目的」ないし「量
的に目盛りをつけられる目的」（quantitativ meB” und unterteibare bzw. 
quantitativ graduierbare Ziele）と「質的に決定できる目的」（qualitativbestim-
mbare Ziele）に区分できる283）。これらの区分は既述のティンベルへンの用語で
は量的目的と質的目的の区分に該当する。メーラァの区分では，政策目的の量
的可能性の有無が根本問題となり，とりわけ経済諸量とその変化，経済諸量の
諸関係の特定の数値が問題となる。他方，質的な目的変数は経済行為の自由度
の大小と結びついて確定するものである。制）
2) 実質的視点に依拠した政策目的の分類
次に，メーラァは政策目的を実質的視点から区分し，経済的に決定された経
済的目的と経済以外のことから決定された経済外的目的に区分している。
(i) メーラァは経済的目的を経済行為の目的から導き，ゲフゲンの区分に倣
って，経済的目的は経済経過と経済状態を表わす予想経済諸量及び定性量とし
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図4-3 メーラァの政策目的の種別
形式による政策目的の種別
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資料： Mehler,F., Ziel-Mittel-Konflikte als Problem der Wirtschaftsρolitik, Berlin, 
1970, s. 98 （メー ラァ、 F.『経済政策の問題としての目的・手段競合』ベル
リン、 1970年、 98夏。
（注） 点線は形式による政策目的の分類」から「実質による政策目的の分類」へ
の階序は純粋かつ任意に決定されることを意味する。
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て設定できる目的であると考えている。この意味で，経済的目的は経済政策の
本質目的あるいは意味目的（Sinnziele）とも呼ばれている。加）
この経済的目的をメーラァは経済的に「上位に階序した目的」とみなし，経
済部門ないし経済の機能に関連した経済成長政策，経済構造政策，貨幣政策，
雇用政策及び国際経済政策に関する五つの部分目的に区分している。 286）これら
の主に経過政策的な部分目的は国民所得の極大成長を目指した究極目的の中に
含められている。
(i）一般的に設定され，容認された基本価値がある。この基本価値をメーラ
アは詳細に決定した個々の価値，生活水準向上の意欲による所得分配の増大要
求，社会的緊張の緩和に関心を持つこと，社会的・経済的存在の保障を求める
ことなどから設定し，その個別価値に関連し，それに基づく特定の保障目的と
分配目的を導いている。
そのような基本価値は倫理的価値判断やイデオロギー的価値判断に関連287)
するから，科学的に証明できなくても，経済領域だけでなく文化領域全体から
把握できるものである。また，基本価値は経済外的目的（例。科学技術，医療，
芸術など）の実現にも役立つものであるから，経済外的目的の中には経済的目
的が含まれることになるとメーラァは述べている288）。
以上のような代表的な論者による政策目的の慣用的分類は，様々な政策「目
的の束」の形成，政策「目的をひとまとめにすること」に役立つだけでなく，
政策「目的の複合」，政策「目的の組合せ」，政策「目的の体系J化，政策「目
的間の諸関係と相互作用」，政策「目的の競合」，ひいては政策目的と政策手段
の関係などの解明に役立つことである。
第8節経済政策の目的聞の相互作用
既述の多数の政策目的の目録は経済政策の根本問題を指摘しているo この意
味で，大抵の論者だげでなく，経済政策の担い手や経済政策決定者は多数の政
策目的をいかにして合一させるかを考える。多数の政策「目的の束」が問題視
-19 (449) -
されているわけであるが，そのような政策目的の束の中の個々の政策目的聞に
はどのような諸関係があるのであろうか。この問題点を明らかにするためには，
経済政策の「目的関係」を吟味し，検討する必要がある。検討の出発点には国
民経済にはすでに多種多様な「目的関係」があるので，それを推測することが
必要である。
この節では，第一に，政策目的の諸関係が存在する理由を説明する。第二に，
政策目的聞にはどのような関係があるのかを明らかにする。第三に，政策目的
の諸関係の存在可能性を主な文献で説明し，比較検討するo第四に，政策目的
と政策手段の関係を明らにする。
1 政策目的の諸関係が存在する理由
政策目的の諸関係が存在する理由を説明する一つの方法は政策目的と政策手
段の関係を示すことである。この視点からトゥーフトフェルトが説明している
からである。トゥーフトフェルトは政策目的と政策手段の関係を極めて単純に
記述しているからであるo 289) 
その理想的は関係は多数の政策目的を実現させるために投入する政策手段が
一つである場合である。つまり，一つの政策目的と一つの政策手段の聞にその
単純な目的・手段関係だけが存在すれば，多種多様な政策目的聞にはいかなる
関係もみられないであろう。それぞれの政策目的には当該の政策目的に及ぽす
作用があるだけである。多数の政策目的の実現を図るためには，政策手段が投
入されている。
単純化のために，二つの政策目的Z1とZ2を仮定する。政策手段Iの投入は
両方の政策目的に作用を及ぽすであろう。 Z1の実現度を変える場合は，政策手
段Iの配分はZ2へも作用するように変更する必要がある。この意味で， Z1と
Z2の関係は共通の政策手段Iの投入で実現する。この関係には間接的な性格が
ある。ただし， I→Z1→Z2という作用経路のときには，直接的な性格がある。
つまり，二つの政策目的は同じ階序ではないとみなすわげである。 Z1は究極目
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的Z2の一つの優位目的であるにすぎないであろう。
政策手段が二つある場合には，政策目的問の関係と作用はどのように変わる
であろうか。
政策手段1が政策目的Z1だけに，政策手段12が政策目的Z2だけに作用す
る場合には， Z1とZ2の聞には何の関係もないであろう。
二つの政策手段が二つの政策目的に作用する場合，すなわち， 1がZ1とZ2
の両方に作用し， 12がZ1とZ2の両方に作用する場合にも， Z1とZ2の政策目的
問の関係が生じるであろうが，この関係の生じ方は二つの政策目的が二つの政
策手段に作用する方法いかんにかかっている。
二つの政策手段が同じ方法で二つの政策目的に作用することを仮定すれば，
二つの政策目的の実現度は常に同等な関係であると思われるからである。二つ
の政策目的の関係は政策手段の投入いかんで左右される性格のものである。捌｝
政策目的に多くの関係があるので，根本的には二つの政策目的に同時に作用す
る政策手段があるだけである。
それにしても，経済政策の「目的関係」論では，二つの政策目的に一つの政
策手段だげが自由に作用する場合が考えられている。
2 政策目的聞の関係
政策目的の諸関係には，オームやゲフゲンによれば，因果関係，時間的関係，
論理的関係，価値関係あるいは選好関係がある0 291) 
(1) 政策目的聞の因果関係
二つの政策目的があるものとする。一方の政策目的が実現したとき，他方の
政策目的が実現したり，しなかったりする効果を誘発する場合には，二つの政
策目的は「因果関係Jで結びついている。この効果は，「一方の政策目的が実現
しなくても実現するであろうから，一方の政策目的の実現に従って経済政策の
担い手の意図や計画を修正し，その経済政策的選択行動を通じて他方の政策目
的の実現に影響を及ぽす他の経済政策の担い手の反応結果を表わしている。」29)
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政策目的聞の因果関係がある方向にのみ進み，一方の政策目的の実現から他方
の政策目的が実現するような影響を助長すれば，一方の政策目的は他方の政策
目的の手段あるいは優位目的に役立つので，二つの政策目的は優位目的と下位
目的とみなすことができる。
優位目的と下位目的の因果関係は，下位目的が第三の政策目的の優位目的と
これはまた第四の政策目的の優位目的となり，以下同様にして順序良く続けて
いけば，多数の分類を伴う多項の連鎖に拡大できる。この意味で，本源的な政
策目的は中間目的の役割を果たすことになる。この連鎖を優位目的の方向に広
範に求めていくほど，政策目的はますます特殊なものや部分的なものになり，
その政策手段に成り得るという性格がますます強くなる。しかし，その連鎖の
終局に近づくほど，政策目的の設定はますます一般的なものになり，政策目的
が政策手段になり得ることがそれに付与された真価の背後にますます隠れるこ
とになる。
二つの政策目的の「因果関係」が逆であれば，従って相互関係あるいは機能
関係があれば，「因果関係」の代わりに相互関連を取り上げる方が的確な説明が
できると考えるo
政策目的問の「因果関係J ないし相互関連に基づく政策目的は主要目的と副
次目的に区分できる。この区分は他の政策目的の一つの優位目的として役立つ
目的変数の変化（通常この変化は他の目的変数に及ぼす効果だけでなく，多数
の他の政策目的に及ぽす効果に役立つものである。）から生じるという認識に依
拠している。主要目的である政策目的の実現は優位自的として役立つ変数が変
化した結果決まる政策目的の実現であるとオームは名づけている。 293）主要目的
に他のあらゆる無意味な効果がある場合には，主要目的に作用する効果がある。
他の政策目的の実現させる副次作用が望ましいものである限り，この政策目的
は副次目的として成り立っている。
(2）政策目的聞の時間的関係
政策的聞の時間的関係の視点からみれば，政策目的に近接目的と遠隔目的に
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区分できる。これらの目的は政策手段の作用が時間的に異なるので，近接作用
と遠隔作用に区分できるという事情に基づいている。ある特定の政策手段の副
次作用は容易に概観できるのに，ある特定の政策手段の遠隔作用は常に十分に
概観できない。そのため，近接目的は遠隔目的に比べて強調されている場合が
多い。
近接目的と遠隔目的の作用は優位目的と下位目的の区分に対応する。制）遠隔
目的を実現させるための前提は近接目的の実現から生じるからである。この対
応の場合には，近接目的は優位目的として，遠隔目的は下位目的として，それ
ぞれ把握することができる。この例はインフラ投資の増加が将来の経済成長の
条件になるという場合に該当する。また，優位目的が上位に階序した一つの包
括的な政策目的の一部分であれば，優位目的の作用と下位目的の作用が同時に
生じるであろう。 295)
(3) 政策目的問の論理的関係
政策目的の「論理的関係」では，経済政策の特定の「目的目録」に含まれた
政策目的が論理的に相互に一致するか否か，従って経済政策の「目的目録」の
提出が論理の規則に役立つのであろうか。それが問題である。
(4) 政策目的問の価値関係あるいは選好関係
政策目的の関係では，さらに価値や選好が問題となる。政策目的はこれまで
の関係に基づいて作用関係，意味関連あるいは時間的関係に関する限り，経済
政策の担い手が考える重要度に従って階序した政策目的は価値体系においてど
のように区分すべきであろうか。それが問題である。ある政策目的が他の政策
目的よりも高く階序できるか否かは，あるいは同等に階序できるか否かは，経
済政策を決定する経済政策の担い手の一つである主管官庁の選好で決まる。こ
の意味で，政策目的問の価値関係あるいは選好関係を説明すべきである。
このような四つの関係のうち，因果関係と時間的関係は政策目的間の関係に
基づくので，両者は相互に狭く適用されている関係である。時間的関係だけは
時間的関係すなわち作用の永続性を考慮している。
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3 政策目的聞の諸関係
政策目的聞にはどのような諸関係があるのであろうか。この問題を説明する
ためには，何よりもまず代表的な論者の所論を吟味し，検討する必要がある。
イエールは想定可能な政策目的問の諸関係の存在可能性の問題を最初に指摘し，
把握しているので，まず最初に，イエールの所論を説明する。次に，イエール
以後の主な文献によってその目的関係の捉え方をま、とめる。さらに，ゲフゲン，
キルシェン， トゥーフトフェルトの政策目的関係論を説明する。
(1) イエールの政策目的間の関係
イエールは二つの政策目的聞に次の五つの関係を区別している。 296)
① 一致（Identitat）：二つの政策目的Z1とZ2が一致する関係である。
② 調和（Harmonie）：一方の政策目的Z1の実現は他方の政策目的Z2の実
現のために役立つ関係である。
③ 中立（Neutralitat）：一方の政策目的の実現は他方の政策目的の実現に
まったく影響を与えないという関係である。従って，
他方の政策目的は一方の政策目的とは完全に独立し
ている関係である。
④二律背反（Antinomie）：一方の政策目的の実現は他方の政策目的の実現
を侵害する関係である。
⑤ 矛盾（Widerspruchlichkeit）：一方の政策目的の実現は他方の政策目的
の実現を除外する関係である。
これらの関係について，イエールは次のように説明を加えている。「この区別
は①と⑤を除くという方法で単純化できる。①の関係では二つの政策目的はま
ったく問題がないわけではない。様々な名称の政策目的だけが問題である。①
の関係は見掛けばかりのものである。五つの場合には二つの政策目的の同時承
認がある。そのことからある政策目的は他の政策目的を否定する。これは誤っ
た論拠に基づいてのみ可能である。」 297)
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五つの区別をみる限り，イエールは「因果関係」と「論理的関係」を混同し
ている。中立は矛盾の場合と同様に論理的関係を表わし，調和，二律背反及び
中立の場合が因果関係を表わしているからである。イエールは政策目的の「一
致」を仮想的現象として，「矛盾」を論理的誤謬として，またイエールの図式か
ら除去されている「調和」と「二律背反J の間の限界の場合であるとみなし，
図式を単純化している。そのため，「調和」と「二律背反」の二つの因果関係あ
るいは目的関係だけが残ることになる。
そのため，イエール以後の議論では「論理的目的関係」 (logischeZielbezie-
hungen）と「経験的目的関係」（empirische Zielbeziehungen）が区別されてい
る。経験的目的関係は調和，中立及び二律背反の関係に限定されている。中立
は調和と二律背反の限界の場合だけを形成し，調和は問題外であるから，イエ
ールの所論では二律背反すなわち目的競合（これは「目的衝突」と殆ど同義で
ある。第7節参照）に関心が集まっている。
(2) イエール以後の政策目的関係論の発展
イエールの政策目的の関係の区別は，イエール以後の論者，特にギールシュ
(1960年），オーム (1962年），ゲフゲン（1963年と1969年），デルゲ（1964
年），ハイネン（1966年），シュナイダァ（1967年），キルシェン（1967年），パ
ウムガルテンとミュックル（1969年），マインホルト（1970年），クニツプス（W.
Knips.1970年），メーラァ (1970年），ピュッツ (1971年），ハラァ（M.Haller. 
1973年）， トゥーフトフェルト (1975年），ケルナァ（1977年）などが受け継ぎ，
変成し，堀り下げている。西暦年号は著作の発表年である。
政策目的の種類，競合などについては，その用語も一致していない。次の表
4-6は政策目的問の三つの基本関係の異なる名称を列挙したものである。
表 4~6 政策目的問の三つの期本関係の名称
イエール（1949年）｜調 和
ギーノレシユ（1960年）｜ 補 完
オーム（1962年）｜調和
中
中
中
?
? ? ?二律背反
競争
二律背反立
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ゲフゲン（1963年） 異 積 5虫 立 二者択一
ア ノレ ゲ（1964年） 調 和 中 立 二律背反
ハイ ネン（1966年） 補 フ己ロョ 無差別 競 争
キルシェン（1967年） 補 フzとロ" 独 立 競 lロ』
ゲフゲン（1969年） 両 'iL 中 iー」L－ 非両立
てウムガルデ／ー / (1969年）
とミュックノレ 補
フヒ全ロ" 中 立 代 替
メーラ ァ（1970年） 両 iー」'L 中 立 非両立
ケルナァ（1977年） 調 和 中 4ームL，． 二律背反
資料： Tuchtfeldt,E., Bausteine zur Theorie der Wirtschaftspolitik,2.Aufl., Bern, 1987, S. 
242 （トゥーフトフェルト、 E r経済政策論の礎石』第2版、ペルン、 1987年、 242
頁）、図4-1と同じ、 52-55頁。本節の注の文献。これらにより作成。
（注） 1. 西暦年号は著書刊行年である。文献名は本論末の「注と参考文献」に記載してい
る。
2. 「代替」とは，一方の政策目的Z1の他方の政策目的Z2に基づいている場合に，
Z，が実現に近づくとき， Z2の実現がますます遠のいている関係のことである。逆
に， Z，が実現に近づくとき， Z2の実現がますます近づいている関係は「補完」で
ある。
経済政策の目的関係論の発展傾向には二つの方向がある。一つの発展傾向は，
政策目的関係論の分析に転づくものである。これらの分析では論者別に独自の
あるいは類以した方法論的仮定が詳細に記述されている。
例えば，ゲフゲンは少なくとも二つの政策目的Z1とZ2の存在と計量化の可
能性，目的実現度の無限小の変化の三つを仮定して，政策目的の実現度の限界
代替率 dZ1/dZ2を目的実現度の無限小の絶対的変化を書くのに役立てている。
捌）この限界代替率は政策目的Z2が無限小に変化すれば，政策目的Z1の実現
度の変化を表わしている。この限界代替率をキルシェンは「可能性の限界代替
率」と名づけている。 299)
政策目的関係論のもう一つの発展方向は，三つの基本関係の類別で示されて
いる。例えば，ゲフゲンは「厳密な関係」と「可変的関係」に区別している。
「厳密な関係」は，政策目的数が増えても，ある政策目的の実現が他の政策目
的の実現にまったく影響を与えない場合に存在する。ハイネンは「可変的関係」
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が強い場合と弱い場合に区別している。つまり，「弱い目的競合」は限界代替率
の値が小さく，「強い目的競合」はその値が大きい。また，「補完」あるいは「競
争Jが失われるか否かに応じて，その値は正あるいは負になるというのである。
次の表4-7は，イエール，ゲフゲン，ハイネンの場合で，政策目的の関係
数が増加するときの政策目的の基本関係の名称を示したものである。 300)
表4-7 政策目的の関係数の増加による政策目的の基本関係の名称
イエール ゲフゲン ハイ ネン
一 致
厳密な累積 可変的（強い）補完
調 不日 可変的な累積 一定の補完
可変的（弱い）補定
中 立 厳密な独立 無差別
可変的二者択一 可変的（弱い）競争
二律背反 厳密な二者択一 一定の競争
可変的（強い）競争
矛 盾 極端な二者択一
資料：表4-4と同じ、 244頁。
(3) ゲフゲンの政策目的問の関係
ゲフゲンはイエールの政策目的の関係が不十分なものであるとみなし，八つ
の場合に拡大した図式を対照させている。初1）ゲフゲンは論文「一般経済政策」
抑｝では，両立性（イエール場合は調和），非両立性（イエールの場合は二律背
反），中立性に制限している。ゲブゲンは政策目的という概念の代わりに一般的
な表現として「範鴎」を用いているが，他の論者の表現と統ァするため，ここ
では「政策目的」を用いた。
二つの政策目的Z1とZ2だけであるものとする。 Z1とZ2の実現度をそれぞ
れ縦軸と横軸にとる。ゲフゲンは実現できる政策目的の組合せの量が実現でき
ない政策目的の組合せで限定される政策目的の階序体系を表わした曲線を考え
ている。この曲線の形状は政策目的問の次の八つの関係から決まる。
① 二つの政策目的Z1とZ2が相互に「極端に二者択一的」（extremalter-
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nativ）である場合（図4-4）。
この場合は一方の政策目的の実現が他方の政策図4-4
Z1 
a r 
I Z2 
0 b 
目的の実現を完全に断念する場合である。二つの
政策目的は相互に完全な不一致の関係にある。こ
の関係はその階序体系内に存在し，二つの政策目
的の最高の実現度を表わすa点と b点で限定され
ている。
②二つの政策目的が相互に「厳密に二者択一的」（strengalternativ）であ
る場合（図4-5）。
Z1 図4-5 
a h. 
』~ Z2 
0 b 
この場合は一方の政策目的の比較的高い実現度
は他方の政策目的の実現度が逓減するときに達成
される場合である。この①と次の③では，二つの
政策目的の最高の実現度a点と b点の実現はその
ときの他の政策目的の実現を完全に断念したとき
に限り可能であることを仮定している。
③ 二つの政策目的が相互に「可変的に二者択一的」（variabelalternativ) 
Z1 図4-6 である場合（図4-6)
ト＼ この場合は限界代替率，すなわち，一方の政策
hあマ》＼／ ~C:f~ 目的の実現が進展するとき，他方の政策目的の実
o' -, b z 2 現を断念する場合が逓増する場合である。
④ 二つの政策目的は「可変的に累積的」（variabelkumulativ）である場合
? ?
? ?
?? ???? ?
ー 、
?
??
??
?
? ?
?
?
?ー????
???
??
。
（図4-7）。
この場合は一方の政策目的の実現の進展が他方
の政策目的にも逓増する場合である。
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⑤二つの政策目的は相互に「厳密に累積的」（strengkumulativ）である場
［ 
合（図4-8）。
この場合は一方の政策目的の実現の進展が他方
の政策目的の実現を導く割合が一定である場合で
ある。
⑥ 二つの政策目的は「極端に累積的」（extremkumulativ）である場合（図
z l 図4-9 4-9）。
I －刊一実ーの程度
に限り可能である。従って，ある政策目的の組合
z 2 せだけが可能であれば，他方の政策目的の特定の
実現度をもたらせる場合である。
⑦ 二つの政策目的が相互に「不徹底に独立的J (schwach unabhangig）で
ある場合。
この場合は一方の政策目的の実現の進展が他方の政策目的の実現度に影響を
与えない場合である。実現度の自由選択は一つの政策目的に対してのみ成り立
つことである。
⑧ 二つの政策目的が相互に「厳密に独立的J である場合。
この場合は政策目的聞に何の関係もない場合である。二つの政策目的聞の関
係は政策目的の限界変換率である変換曲線のa点と b点で測ることができる。
ゲフゲンの区別とイエールの区別を比較すれば，イエールの場合「二者択一aJ 
の三つの場合は「二律背反」にまとめられること，「調和」の関係、は「累積」lの
三つの場合を包括することがわかる。「二者択一」ないし「累積」の様々な場合
は「二律背反」ないし「調和」の特定の程度の範囲を表わしている。換言すれ
ば，政策目的の限界変換率を仮定できる価値の特定の範囲を表わしている。「中
立」の関係は「独立」の二つの場合に区分している。「不徹底な独立」の場合に
はむろん二者択一の性格がある。「不徹底に独立」の増合は極端な二者択一で隠
されている。「不徹底に独立」の目的を二者択一の目的ともみなすことができ
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る。 303)
ある政策目的の視点からみれば，他の政策目的の実現から任意に進展できる
ので，「厳密に独立」の場合を重要でないものとみなし，「累積」の関係を問題
外のものとみなすこと，「二律背反」の関係ないし「二者択一」の関係もまだ考
察すべき余地がある。
(4) キルシェンの政策目的聞の関係
既述のように，政策目的閣の関係を決定する要因は政策目的を実現するため
に投入する政策手段である。政策手段は一方の政策目的の実現方向に作用し，
他の政策目的にも作用していき，政策目的問の作用関連を生み出すからである。
この事情を明らかにするためには，二つの政策目的間の関係の分類が必要であ
る。この点はキルシェンの次の区別304）が有用である。
①独立（Unabhangigkeit）：ある特定の一方の政策目的に投入したあらゆ
る政策手段にまったく影響ないし作用を及ぼさないか，無視できるほど小さい
影響ないし作用しか及ぽさないという関係である。
② 完全補完（Vollstandige Komplementaritat）：あるゆる政策手段は他の
政策目的に好ましい影響ないし作用を及ぽすという関係である。他方の政策目
的の完全補完はもちろん二つの政策目的が一致する場合に限り存在する。従っ
て，実際には政策目的の相異なる諸関係が問題である。
③ 一部補完（TeilweiseKomplemetaritat）：あらゆる政策手段は他の政策
目的に好ましい影響ないし作用を及ぽすのに対して，一方の政策目的には影響
ないし作用を及ぼさないという関係である。
④競合（Konflkt）：あらゆる政策手段は他の政策目的には好ましい影響な
いし作用を及ぼさないという関係である。
⑤補完と競合（Komplementaritatund Konflikt）：若干の政策手段は一方
の政策目的に好ましい影響ないし作用を及ぼさないのに対して，他の政策目的
には一般に好ましい影響ないし作用を及ぼさないか，影響ないし作用をまった
く及ぼさないという関係である。政策手段が首尾よく投入される場合には，
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方の政策目的とは相互に調和の関係があり，他方の政策目的とは種互に二律背
反の関係がある。キルシェンはこの⑤の関係を最も頻繁に生じる関係であると
考えているo
このようなキルシェンの区別の原則は無条件に区別されたものではない。こ
のことは明白である。他方の政策目的の実現のために投入した政策手段は，一
方の政策手段の実現促進のために適用した政策手段が他方の政策目的に影響を
与える一方の政策目的に無条件に同じ影響を与えないからである。例えば，生
産増大という政策目的は生産要素の合理的投入という政策目的と補完関係にあ
るo逆に，生産増大のために増加すべき補助金という政策目的は生産要素の合
理的投入という政策目的を悪化させる関係にある。制）
このような政策目的聞の関係をキルシェンは次の表4-8の例で表わしてい
る。
表4-8 キルシェンの政策目的問の関係
第 2 目的の 例
第2目的への影響
第1目的との関係 第 1 目的 第 2 目的
影響 な し 独 立 個人消費ノfターンの改善 供給の確保無 視 可 台E
全部好影響 ヒとョ， 全 補 フと士ロァフロ
一部は好影響
一 部 補 フEとロ,. 生産要素の配分の改善 生産の拡大他は影響なし
一部悪影響
対 jJ. 労働時間の短縮 生産の拡大他は影響なし
一 部 補 フ・三ロ"' 一部好影響
及 び 所得分配の改善 生産の拡大他は影響なし
一 部 対 jJ. 
資料：キルシェン薯、滞部経彦監訳『珂．代の経済政策』上巻、東洋経済新報社、 1965年、
265頁。
政策目的間の独立関係は，例えば，一方の政策目的（個人消費パターンの改善）
の実現のための独立関係は，例えば，一方の政策目的（間接税，補助金など，個
人消費ノ守ターンの改善）の実現のための政策手段は他方の政策目的（生活環境
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の改善）には殆ど影響ないし作用を及ぼさないという場合の関係である。
政策目的聞の補完関係は，例えば，一方の政策目的（生産量の最大化）を実
現させるために短期の雇用量を増加させる政策手段はすべて生産量に好ましい
影響ないし作用を及ぽすという場合であるo つまり，一方の政策目的は他方の
政策目的（完全雇用あるいはできるだけ高い雇用率）とは補完関係にある。
政策目的問の対立関係は，例えば，一方の政策目的（物価の安定）を実現さ
せるために需要インプレーションの抑制という政策手段を採るとき，この手段
は他方の政策目的（完全雇用）には好ましくない影響ないし作用を及ぽす場合
である。
政策目的聞の一部補完関係は，例えば，一方の政策目的（資源配分の改善）
を実現させるための政策手段として競争条件の変更，労働力の流動化を用いる
ときは他方の政策目的（経済成長）には好影響を及ぼすが，家計部門への移転
支出は他方の政策目的には殆ど影響ないし作用を及ぼさないという場合である。
つまり，他方の政策目的（経済成長）は一方の政策目的（資源配分の改善）と
は一部補完関係にあることになるという場合である。
政策目的問の一部対立関係は，例えば，一方の政策目的燃焼範経済成長囲の
実現を図る政策手段として産業期盤の整備をするとき，この整使は他方の政策
目的（生浜環境こ改善）に悪影響を及ぽすが，政府系金融機関の企業への長期
低利融資は殆ど影響ないし作用を及ぽさないという場合である。つまり，他方
の政策目的（生活環境の改善）は一方の政策目的（経済成長）とは一部対立関
係にあるという場合である。
政策目的問の一部補完関係があり，一部対立関係がある場合は，例えば，一
方の政策目的（所得分配の改善）を実現させるための政策手段として教育に対
する公共支出の増加を講じるときは他方の政策目的（経済成長）に好影響を及
ぽし，利子所得に対する税率の引上げは他方の政策目的（経済成長）に悪影響
を及ぽすという場合である。つまり，他方の政策目的（経済成長）は一方の政
策目的（所得配分の改善）とは一部補完関係，一部対立関係にあるという場合
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キルシェンの政策目的関の相互関係一覧
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資料： Kirschen,E. S., Economic Policies Compared West and East, Vol. I 1974, Table 
II・2.瀬野隆『現代経済政策論』増補第二版、成文堂、 1988年、 48頁にも掲載。
（注） 1 eは完全対立（4個）、ーは対立（政策手段に依存する） (32個人土は補完から
対立に変化（9個人 Oは無関係（77個人＋は補完（67個）を表わし、赤は国際収
支赤字国、黒は国際収支黒字国を表わしている。
2 この図表は作成者の見方や考え方によっていくとおりにも作成できる記述的な
ものであるとキルシェンは述べている。
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である。
キルシェンは政策目的の区分の際にこのような政策目的間の関係について，
用いた例で次の図4-10のようにまとめている。
政策目的問の相互関係に関するキルシェンの区別とイエールの区別を比較検
イエールの一致とキルシェンイエールの中立とキルシェンの独立，
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討すれば，
の完全補完，イエールの調和とキルシェンの一部補完，イエールの二律背反と
キルシェンの競合のそれぞれの一致を確かめることができる。
イエールの区別で新しいことは補完と競合である。この新しい範鴎は一方の
政策目的が他方の政策目的に及ぽす作用が均等とみなされず，政策手段の影響
の種類をみて良い影響と悪い影響を区別して得た範鴎である。
さらに，ゲフゲンの区別とも比較検討すれば，二つの政策目的間の双方的な
関係が常に対称的である。例えば，二つの政策目的問の二律背反が必然的に相
関的である場合に作られている。このことはイエールの場合にも該当する。
(5) トゥーフトフェルトの政策目的問の関係
トゥーブトフェルトはゲフゲンとハイネンに倣って政策目的聞の関係を区別
している。 306)
①補完（Komplementaritat）：ある政策目的の実現度が増大するとき，他
の政策目的の実現度が引き当てられるときの関係である。この場合，「一定の補
完」（LineareKomplementaritat）と「可変的（逓増するあるいは逓減する）
補完」（VariableKomplementaritat）を区別できる（図4--:11）。この「補完」
は，イエールの名称では「調和」であり，ゲフゲンの名称では「累積」である。
!0~ 
。
とができる。
(i) 一定の補完：トゥーブトフェルトはこの関
係をある政策目的の実現を一定の正の限界代替率
で定義している。 Z1の実現は一定の割合でZ2を
実現させるというものである。 Z1とZ2の比率が
1 : 1である場合は，「補完」は45度線で表わすこ
(i) 可変的補完：この関係はある政策目的の実現を可変的な限界代替率で定
義できる。つまり，Z1の実現は可変的な限界代替率でZ2を実現させるというも
のである。
② 無差別（Indifferenz): Z1とZ2の聞には何の関係もないという関係であ
る。二つの政策目的は意図どおり実現するが，図のどこにも存在していない関
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係である。ゲフゲンの名称では，「厳密に（強い）独立1 である。
③競争（Konkurrenz）：ある政策目的の実現が増大するとき，他の政策目
z, 図4-12 
。
的の実現を侵害する場合tこ生じる関係であるd こ
の関係では政策目的の実現度の限界代替率は負で
ある。この「競争」関係は「一定の競争」（Lineare
2 Konkurrenz）と「可変的競争」（VariableKonkur・
renz）に区別されている（図4-12）。
(i) 一定の競争：この関係は政策目的の一定の負の限界代替率で定義できる。
図4-12では右下りの直線で示される関係である。 Z1の実現は一定の割合で
Z2の実現を放棄するという関係である。
(i) 可変的競争：この関係は政策目的の実現を可変的な負の限界代替率で定
義できる。 Z1が実現するとき， Z2の実現を放棄せざるを得ない割合が逓増する
（原点からみて凸状の曲線）が生じる。
(6) オームの政策目的聞の関係
政策目的の関係についてさらに考察するためには，オームの政策目的問の関
係を吟味し，検討する必要がある。オームは経済政策で追求する政策目的は他
の政策目的の手段として把握できると述ベアいる。初7）この見解は政策目的の諸
関係，ことに経済政策の目的設定に関する基本問題の核心を表わしている。換
言すれば，二つの政策目的問の作用関連（Wirkungszusammenhang）が優位目
的の実現によって予見できること，究極目的の実現を導く効果ないし作用が政
策目的で根本的に解明できることなどを表わしている。
オームによれば，優位目的と究極目的の区分でわかることは政策目的の「分
類状況」（Zuordnugsverhalthis）である。 308）この分類状況における階序は上述
の効果の方向，他の政策目的に対する特定の政策目的から生じる効果である。
これらの効果はどのようにして生じるのであろうか。形式的にみれば，それら
の効果は経済計画の実践，優位目的の実現に伴い，他の政策目的に及ぽす正あ
るいは負の影響ないし効果のことである。その政策目的の関係は発現する効果
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の様式，方向及び集約性によって異なってくるo この点を明示しようとしたこ
とがオームの見解の特徴となっている。
例1 優位目的と究極目的の関係と作用
優位目的（利子率の下落） Zvと究極目的（投資量増大） ZEの区分はこれらの
目的問の関係が一つの方向に作用している場合であり，逆の方向も成り立つこ
とを前提としている（図4-13）。
図4-13 優位目的と究極目的の関係と作用
回一一回
優位目的 究極目的
（利子率下落） （投資量増加）
資料： Ohm,H., Allgemeine Volkswirtschajゆolitik,Bd. I, 
4. Aufl., 1972, S. 76 （オー ム、 H. 『一般国民経済政策』
第1巻、第4版、 1972年、 76頁）。
例2 優位目的，中間目的及び究極目的の関係と作用
優位目的（資本供給の増大） Zv，中間目的（利子率の下落） Zz，究極目的（投
資量の増加）ZEに区分した場合，これらの政策目的問の関係も一つの方向に作
用している（図4-14）。
図4-14 優位目的，中間目的及び究極目的の関係と作用
回一~~一一回
優位目的
（資本供給増）
中間目的
（利子率下落）
究極目的
（投資量増加）
資料：図4-13と同じ、 77頁。
例3 主要目的と副次目的の関係と作用
この例は主要目的（国内利子率の下落）が副次目的（外国為替の流入を短期
的に減少させる）ものと予想される場合であり，作用方向は主要目的から副次
目的へ向かっている。
例4 二律背反と調和の関係と作用
主要目的と副次目的の区分に関連して，ある施策の主要効果と副次効果を区
-36 (466）ー
分できる。副次効果はさらに経済政策の担い手に望ましい効果（これをオーム
は副次効果と名づける）と望ましくない効果（オームは負の副次効果と名づけ
る。）に区分できる。いま，主要目的（この例では優位目的になる） ZEは貨幣価
値の安定を示し，そのためには中間目的（利子率の上昇） Zzが必要であると仮
定する。利子率上昇のためには，優位目的（資本供給減）が必要であるとする。
副次目的ZKは国内の利子率の上昇を当てにした外資流入の増加である。他の
政策目的Zwは利子率の上昇によって負の影響を受ける住宅建設の促進である
ものとする。この負の副次効果は図4-15では点線の矢印の方向が中間目的か
ら他の政策目的へ向かう場合に表われている。この場合の二つの政策目的聞の
関係をオームは二律背反（Antinomie）と各づける。この関係は利子率の上昇が
住宅建設を損なうという負の効果に基づいている。
これに対して，優位目的と究極目的と副次目的のくの関係をオームは調和
(Hermonie）と各づける。中間目的（利子率の上昇）は同時に優位目的（貨幣
価値の安定）と副次目的（外貨流入増）を実現させるための手段となるので，
この中間目的は優位目的や副次目的には適性であるが，他の政策目的には不適
性である。
?
図4-15 二律背反と調和の関係と作用
k 「二 副次目的
／グ，／ l刊 ｜ （外貨流入増）
回 i一一回警備値安定）
中間目的 、勺ヘ「示I 他の政策目的
（利子率上昇） ,_. I LJW I （住宅建設促進）
優位目的
（資本供給減）
資料：図4-13と同じ、 77頁。
例5 中立の関係と作用
優位目的（投資量） Zzの増加に伴う過少雇用の減少があるものとする。優位
目的は量的金融政策の手段で実現する利子率の下落に役立つている。究極目的
（完全雇用） ZEは主要目的（国際収支の均衡）と主要目的（経済成長）から成
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り立つ政策「目的の組合せ」を作っているo経済成長の実現は完全雇用あるい
この主要目的と究極目的は望ましい効は高い雇用率の実現をもたらせるので，
を持ち合うが，完全雇用が国際収支の黒字に及ぽす効果は負で果（正の影響）
ある。国際収支の黒字は利子率の下落でもたらされるからである（図4-16）。
中立の関係と作用
巨］寺署員自長）川
巨］守票謹用）
図4-16
イヲ‘
日il主要目的L竺三」（国際収支均衡）
一一一ー一一一一一ー捗
?
?????
回一ー一ー一一一一一一一＋
優位目的
（投資量増加）
回
資料：図4--:-13と同じ、 80頁。
オームが説明した「二律背反J 関係は同時に追求する多数の政このように，
策目的に対しても成り立つものである。経済政策の担い手が他の「二律背反J
関係にある政策目的の完全な実現を望む場合には，経済政策の担い手は一つの
このディレンあるいはそれ以上の政策目的の実現を放棄せざるを得なくなる。
それは「妥協」である。妥協の際にマからのがれるための一つの方法がある。
どの範囲にまで特定の政策目的が他の政策目的を実現させるべきであるかは，
を量的にあるいは質的に見つけるべきである。
この「二律背反」関係に限らず，「調和」関係の議論では，「｛乍用関連」に基
づく政策目的間の「中立」関係の議論も含めて，多数の政策目的そのものの存
在，多数の政策目的の諸関係，効果及び作用方向，多数の政策手段の価値づけ
などその時々の状況と条件が重要な役割を果たしていることを見落としてはな
らない。
政策目的と政策手段の関係
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4 
多数の政策目的と多数の政策手段が存在するときに，両者の関係を時間を超
越してどのように把握すべきであろうか。それが問題である。この場合，多数
の政策目的は同時に階序できないから政策目的の諸関係を体系化するための
方法論が肝要となる。政策目的を位階的に配列するための，つまり政策目的を
階序するための方法として，少なくとも次の三つの把握方法がある。すなわち，
政策目的のヒエラルキー，政策目的と政策手段の連鎖，政策目的のピラミッド
という方法である。
(1）政策目的のヒエラルキー
政策目的は多数の政策目的の体系の中で比較的高い政策目的や一般的な政策
目的の手段にもなることは既述のとおりである。そのため，政策目的には政策
手段となる機能がある。この機能が政策目的と政策手段との連鎖を生み出し，
政策目的のヒエラルキー（Zielhierarchie.階序）を形成する源となっている。
この連鎖は筆者が挙げた例で説明し，ミュルダールの考え方311)で説明する。
例。カルテル違反の罰金行為＝政策手段M1
政策目的Z1：競争制限の除去。政策目的Z1は比較的高い政策目的のた
めの政策手段としても同時に役立つものである。
政策目的Z2：比較的良好な経済的な市場成果。この政策目的はまだ究極
目的ではない。
政策目的 Z3：比較的多い一人当たりの所得の創出。この政策目的は一般
的な政策目的の形成に役立つものである。
政策目的Z4：国民福祉の増大。
この例では，政策目的と政策手段の関係は，
M1 → Z1=M2 → Z2=Ma → Za=M4 → Z4＝一一一一
で表わすことができる。
このような「政策目的と政策手段の連鎮（Ziel・Mittel・Kette）は政策目的それ
自体が一般的な政策目的のための政策手段であることから考えられる関連であ
る。この連鎖は「最上位の目的」を実現するためには，いくつかの政策目的の
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存在やそれらの諸関係の存在だけでは十分に評価できない。政策目的・手段連
鎖は本来一般的な政策目的を実現し，他の政策目的も政策手段も必要であるこ
とを意味するので，いかなる連鎖でも十分なものではない。すぐ上の高い政策
目的について何かの前提を付加する必要があるからである0J 312) 
このような連鎖から政策目的の一つの目的体系を打ち立てていき，発展させ
ていくことができるか否か。それが問題である。
(2) 政策目的と政策目的の作用連関
メーラァは政策目的を優位目的，中間目的及び究極目的に区分している。こ
の区分は合目的であるかという問題点がある。
この問題点は何を究極目的にするのかということである。例えば，経済政策の
究極目的として国民福祉の極大を設定するものとする。この目的設定は「最上
位の目的」設定である。他の上下に階序した政策目的は優位目的ないし中間目
的とみなし，当該の究極目的を実現させるための手段とみなしているo つまり，
この究極目的は「目的ヒエラルキー」では究極目的を実現するための政策手段
とみなされ，政策手段となる副次効果を果たすことが多い。
優位目的と中間目的の間のどのような作用連関が当該の政策手段について特
定の政策目的の望ましい効果あるいは望ましくない効果が他の政策目的で誘発
されるであろうか。この問題を具体的に定めておくべきである。この場合「発
現した効果の種類，方向及び効果はその時々の因果関係と機能関係いかんによっ
め決まり，当該の政策目的がどのように結び、合っているかによって決まる。」313)
優位目的や下位目的の政策目的問にはどのような関係があり，それはどのよ
うな作用方向にあるのか，その逆はないのであろうか。このような関係がある
ことを説明する必要がある。そのための方法として，オーム，メーラァ， トゥ
ーブトフェルトの方法がある。
優位目的と下位目的が直接結びついている場合，メーラァによれば，それら
の政策目的は「因果連鎖」（Kausalkette）でつなぐことができる。 314）二つのあ
るいはそれ以上の政策目的が間接的に中間目的について結び、合っている場合の
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多くの系統的な因果連鎖でつながっている。図4-17は政策目的問の重要な効
果の作用方向を矢印で示し，政策目的問の諸関係を明らかにしようとするもの
である。この事情は出発状態から始めて放射状回と囚で印をつけてい
る。 315)
まず，ある政策目的が多くの他の政策目的に及ぽす効果からみれば，これは
副次目的になる（矢印3）。この政策目的には多くの分岐の出た政策「目的連鎖」
において多様な効果がある。主回目的と副次目的の効果における主要目的と副
図4-17 政策目的の連鎖
資料： Mehler,F., Ziel・Mittel-Konflikteals Problem der Wirtschaftsρolitik, 
Berlin, 1970, S, 98 （メー ラァ、 F.『経済政策の問題としての目的・手
段競合』ベルリン、 1970年、 98頁）．
（注） 出発は出発状態、主は主要目的、優は優位目的、副は副次目的、＋は
正の効果、ーは負の効果である。
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次目的の区分に類似して，一つの政策手段に関して区分されたものである。
オームはそのようなある目的変数の変化を通じて多数の目的変数が多くの他
の目的変数に及ぽす効果から始めて，「剰余価値変数J(mehrwertige Variable) 
と各づけている316）。副次目的は望ましくても望ましくなくても，それに対応し
て正あるいは負の副次効果を及ぼしている（矢印4)。望ましくない副次作用が
正であり，望ましい副次作用が負であることも当然考えられる。
さらに，主要目的と副次目的の聞には「作用関連Jがある。一方では，時間
的物的に異なり，他の部門で確定されていて，相互に依存し合わない目的設定
が独立した現象で影響を受け，正あるいは負の効果を及ぼしている（矢印 5）。
政策目的の効果や作用方向を「合理的経済政策」叩）において効果的に把握す
るためには，重要な政策目的の諸関係において全体的な作用と副次作用をでき
るだけ完全に把握することこそ肝要である。このことは格別意義のあることで
ある。
実践的経済政策では常に目的連鎮における多様な諸関係の同時的共存が問題
である。
メーラァが提示した政策目的と政策手段の連鎖は，一般的な政策目的（例。
競争状態の整備，生産要素の合理的投入，資源の最適配分，技術改善など）を
実現し，他の政策手段はまったく不必要であることを意味するから，メーラァ
の考え方だけで十分であるとみなすことはできない。
(3）政策目的のピラミッド
本節， 2で既述したように， トゥーブトフェルトは多数の広範囲の政策目的
を束ねることに主眼を置いている。その場合の政策目的の系統的分類は，その
時々の政策政策の担い手の価値体系，国民経済の発展の程度，経済のいわゆる
物的法則性，政策目的の形成と結びついた意思形成過程などに基づいてなされ
ている。このような系統的分類を基底にして，ある政策目的はその目的体系に
おいてすぐ上の高い政策目的に対して政策手段となることを示したものが政策
「目的のピラミッド」である。山）
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第7節経済政策の目的競合
この節の展開は，『富大経済論集』第39巻，第3号， 1994年3月， 111-148頁
で試みているので，ここでは割愛している。
第8節経済政策の目的整合性
多数の政策目的の階序，政策目的の体系，政策目的と政策手段の関係などの
整序や解明は，多数の政策目的を調整することであるo この目的整合性につい
ては，まず第一に，政策目的の整合性に必要な条件をはじめ，その方法論を説
明する。第二に，政策目的の調整方法を提示するo第三に，政策目的の整合性
の前提となる「合理的経済政策」の可能性を探る。
1 政策目的の整合性に必要な条件
政策目的が相互に一致する（換言すれば，両立する，矛盾しない）ことは，
ピュッツによれば，政策目的の整合性（Zielkonformitat），つまり合理的な政策
目的の設定に必要な条件であり，「一致する」ないし「合一する」（vereinbar)
とは次の二様の意味を持つ概念である。山
一つは，論理的一致，すなわち，政策目的はその意味に反しないことが必要
である。政策目的の設定が矛盾し，相互に否定し合う場合には，政策目的の設
定は実践的経済政策では大きな役割を果たさない。この矛盾したこつの政策目
的とは，例えば，利潤分配率の上昇と賃金分配率の上昇である。矛盾しない政
策目的の設定では，一方の分配率が上昇すれば，他方の分配率は低下する。
もう一つは，次の政策目的のように政策上大きな意義を持つものである。あ
る政策目的の実現が他方の政策目的の実現可能性と論理的には矛盾しないが，
一致しない政策目的がある。このような政策目的をピュッツは「競合する目的」
(Konkurrierende Ziel）と各づけている。 320）また，この目的は政策「目的の二
律背反」（Ziel-Antinomie），政策「目的の矛盾」（Zielkontradiktion），政策「目
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的の衝突」（Zielkollision）とも各づけられている。 321）例えば，貸幣価値の安定
と完全雇用の二つの政策目的はある特定の条件のもとでは同時に実現しないか，
特定の範囲内でしか実現しない。この場合には，二つの政策目的は相互に競合
するから，一致しない。政策目的の「一致」，すなわち，「両立J，「矛盾」は論
理的には容易に表わすことができても，実践的経済政策では経験的に再三再四
政策目的が一致しないという困難がある。この困難が政策「目的の競合問題」
と各づけられることは既述のとおりである。
いま，この政策目的の競合問題を政策「目的の組合せJ という形式で表わせ
が，ありとあらゆる政策目的の組合せがある場合には，その時々の政策目的の
組合せがいわゆる「魔法」と名づけられるから，政策目的がすべて同時に実現
することは不可能であり，少なくとも不確定である。
①特殊経済政策（別稿の詳説参照）の五つの政策目的（例。経済成長，完
全雇用，貨幣価値ないし物価の安定，公正な所得分配，国際収支の均衡）を設
定する場合には，「魔法の多角形」あるいは「魔法の五角形」が考えられる（図
4-18）。五角形すなわち五つの目的はすべて同時に実現しないものと仮定す
る。
公正な
所得分配
図4-18 魔法の五角形
経済成長
完全雇用
資料： Schachtschabel,H. G., Allgemeine Wirtschajゆolitik,
Stuttgart, 1975, S. 93 （シャツハトシャーベル、 H. G. 
『一般経済政策』シュトゥットガルト、 1975年、 93頁）。
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②魔法の四角形の場合。四角形すなわち四つの目的は次の図4-18の目的
である。経済成長は大低の場合完全雇用の状況で実現する。
③魔法の三角形の場合。短期の景気政策の見通しを立てれば，公正な所得
分配という政策目的は必要でなくなるから，三角形すなわち三つの目的で次の
三つの組合せができる。
図4-19 魔法の四角形
安全雇用
公正な
所得分配
国際収支の均衡
貨幣価値
ないし物
価の安定
資料：図4-18と同じ， 94頁。
国際収支
の均衡
図4-20 魔法の三角形
安全雇用
貨幣価値
ないし物
値の安定
資料：図ー18と同じ， 95頁。
(i) 完全雇用，貨幣価値ないし物価の安定はあるが，国際収支の均衡はない。
(i) 完全雇用，国際収支の均衡はあるが，貨幣価値ないし物価の安定はない0
~i-0 貨幣価値ないし物価の安定はあるが，完全雇用はない。
これらの目的の組合せが「魔法の三角形Jである（図4-20）。
このシャツハトシャーベルが挙げた例322）を参考にすれば，政策目的の組合せ
は実践的経済政策ではその時々の国内外の政治的社会的経済的諸状況いかんに
よって決定されていくが，本質的には成長と安定というこつの政策目的の同時
実現が経済政策には肝要なことである。多数の政策目的がある場合，いくつか
の政策目的の組合せを考え，そのうちのどれかを実現させる政策手段を見つけ，
その際の政策目的の「魔法の多角形」，つまりその際の政策目的の非両立を排除
し，様々な政策目的の非両立を除去して，様々な政策目的をできるだけ同時に
実現することこそ肝要である。乙のことは「合理的経済政策」を追求すること
でもある。
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2 政策目的の調整方法
政策目的の設定とこの設定の多様性は政策目的が国家の経済政策の中心的な
目的設定とそれに関連した政策「目的の競合」や政策「手段の競合J を除去す
るために，あるいは暖和するために，多数の政策目的をどのようにして調整す
るのか，また政策目的の調整の可能性があるのか否か。これらの問題がある。
(1) 政策目的の三つの基本的な調整方法
政策目的の基本的な調整方法には，マインホルト（W.Meinhold）によれば，
の三つの方法がある。 323)
① 第1の調整方法は，「高次の強制」である。この方法の政策目的の調整力
は各種の法律や制度に根ざした国家という強力な中央管理力いかんによって決
まる。国家が国家的見地から政策目的を決定して先導する場合には，国家はそ
の政策目的の実現に必要な政策手段を選択し，決定するから，この国家の高次
の強制は家計，企業，組織集団ないし結合などの利害関係の行動を制限するで
あろう。
② 第2の方法は，「自動」である。これは経済に内在する市場の自動調整機
能に基づくものである。例えば，自由競争は市場ルールとしていわば妥協しな
い仕組みとなって作用を及ぼしているo この作用は利害関係者の利害の立場，
衝突などをある程度調整できるであろう。
③第3の方法は，「一致」である。この一致は期待できない場合が多いの
で，一致に至る段階として「妥協」が必要になる。一般に，真の「妥協」は多
数の政策目的の形成，その形成の際の多元的な意思決定における最も重要な調
整方法である。
(2) 実践的経済政策の目的調整の可能性
これらの基本的な調整方法を多様多元的な政策目的の設定のために適用して
いくことが必要である。その適用は国民の経済願望であり，秩序政策の実現可
能性に関わる問題であると言い換えることができる。これらの問題は政策目的
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を調整するために必要な実践的経済政策の手段の出発点となるものである。
この点だけを見ても，国家の選好と国民の選好を一致させるような政策手段を
いかにして選択すべきであるのか。何よりもまず，この選択いかんが実践的経
済政策の目的を調整するための可能性に大きな影響を与えることになる。
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